
私たちは消費税の増税にも憲法の改悪にも反対しています

　「
社
長
や
上
司
の
パ
ワ
ハ
ラ
が
ひ
ど
す
ぎ

る
」「
残
業
代
が
ま
と
も
に
出
な
い
」―

―

。

日
本
中
に
い
ま
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
が
ま
ん
延
し

て
い
ま
す
。

　「
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
を
取
り
締
ま
れ
」
と
の

世
論
に
押
さ
れ
て
厚
生
労
働
省
が
昨
秋
、

「
疑
わ
し
き
」
企
業
5
1
1
1
事
業
所
に
立

ち
入
り
調
査
。
な
ん
と
8
割
以
上
の
4
1

8
9
カ
所
が
サ
ー
ビ
ス
残
業
や
長
時
間
労
働

等
を
是
正
指
導
さ
れ
ま
し
た
。
ま
さ
に
異

常
事
態
で
す
。

　
安
倍
内
閣
は
、「
企
業
が
世
界
で
一
番
活

動
し
や
す
い
国
に
す
る
」、
そ
の
た
め
の
「
雇

用
改
革
」
が
「
成
長
戦
略
」
だ
と
い
い
ま
す
。

　
す
で
に
派
遣
労
働
の
全
面
自
由
化
（
正

社
員
を
ゼ
ロ
に
）、
正
社
員
で
あ
って
も
工
場

や
そ
の
部
門
の
仕
事
が
な
く
な
れ
ば
い
つ
で

も
解
雇
で
き
る
「
限
定
社
員
」
化
、
残
業

や
ら
せ
放
題
の
「
残
業
代
ゼ
ロ
法
」
な
ど
が

検
討
さ
れ
、
派
遣
法
「
改
正
」
は
通
常
国

会
で
や
る
と
し
て
い
ま
す
。

　
正
社
員
は
ご
く
一
部
で
、
大
半
が
低
賃
金

で
不
安
定
な
非
正
規
雇
用
。
こ
れ
で
は
雇

用
が
破
壊
さ
れ
、
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
が
ま
ん
延

し
て
し
ま
い
ま
す
。「
デ
フ
レ
脱
却
」
に
も
逆

行
で
す
。

長
時
間
・「
サ
ー
ビ
ス
」残
業…

派
遣
の
全
面
自
由
化
に
　
を

「
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
」

「
正
社
員
ゼ
ロ
」「
限
定
社
員
」…

「
非
正
規
」を「
正
社
員
」に
！

安倍内閣が企む「雇用改革」

派遣労働の
全面解禁

残業代ゼロ

限定正社員

解雇金銭解決
ルール

「臨時的、一時的な」労働である
派遣労働の「期間制限」を事実上
なくして、「生涯派遣」を可能に

いくら残業しても、残業代が支払
われないことに

職種や勤務地などを限定し、劣
悪な賃金・労働条件で解雇しや
すい正社員制度の創設をねらう

不当・違法な解雇も、金さえ払え
ば、解雇自由に

「実態調査」8割が違反

厚生労働省2012年12月発表

調査
5,111カ所
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違法な
時間外
労働

未払残業

その他の
違反

（2,241カ所）

（1,221カ所）

（1,649カ所）

全体の4割が「非正規雇用」

70
(%)
60

50

40

30

20

10

0
1992年 1997年 2002年 2007年 2012年

資料:総務省「就業構造基本調査」

39.1
44.0

53.0 55.3 57.5

38.2

22.1

35.6

20.0

32.0

16.5

24.6

11.2

21.7

9.9

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

「
第
3
の
矢
」？

女性非正規率

非正規労働者比率（全体）

男性非正規率

NO

派
遣
の
全
面
自
由
化
に

を

「
非
正
規
」を「
正
社
員
」に
！

2012年

57.557.5

38.238.2

22.122.1

女性非正規率

非正規労働者比率（全体）

男性非正規率

NOO

「デフレ脱却」に逆行！

　
貧
困
と
格
差
を
拡
大
し
た
「
小
泉
改
革
」

以
降
、
非
正
規
雇
用
が
広
が
り
、
年
収

2
0
0
万
円
未
満
の
「
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
」

で
年
金
に
も
加
入
で
き
な
い
若
者
が
急
増
し

て
い
ま
す
。

　
若
者
が
希
望
を
も
っ
て
働
き
、
結
婚
し
て

こ
ど
も
を
産
み
育
て
る
こ
と
の
で
き
る
社
会

で
あ
っ
て
こ
そ
、
社
会
も
健
全
に
発
展
し
て

い
き
ま
す
。

　
派
遣
労
働
の
全
面
自
由
化
で
は
な
く
、

雇
用
は
正
社
員
が
当
た
り
前
の
社
会
に
も

ど
す
べ
き
で
す
。


